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地域公共交通政策の役割と方向性
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１ なぜ交通政策が重要なのか
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交通政策の目的

• 交通とは（交通政策基本法第二条）

• 交通に関する施策の推進は（同法第三条）

・国民の日常生活及び社会生活の基盤であること
・国民の社会経済活動への積極的な参加に際して重要な役割
を担っていること
・経済活動の基盤であること

豊かな国民生活の実現に寄与するとともに、我が国の産業、観

光等の国際競争力の強化並びに地域経済の活性化、地域
社会の維持及び発展その他地域の活力の向上に寄与
するものとなるよう、その機能の確保及び向上が図られることを
旨
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大都市圏周辺・地方圏では衰退の悪循環に

・一定の人口集積があれば、悪循環は好循環になるのでは

➥ 公共交通事業の収支均衡を目的とするのでは
なく、持続可能な地域社会を築き、豊かさを享受す
るための地域交通政策が必要

公共交通の衰退
サービス削減
利用者減少

地域の衰退
ー中心市街地の衰退
－都市のスプロール化
－自治体財政の悪化
－人口の流出

自家用車依存度の高まり
「クルマがなければ暮らせない」
→渋滞、高齢者事故・・・
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日本の現在の交通政策

・民間事業の独立採算事業であるため、地域・都市

政策とは別モノ（公的な資金負担もごくわずか）

－ 高い人口密度と右肩上がりの経済成長、自家用車との
競争関係になく、地域独占によるの独立採算のビジネス
として成功した特殊ケース

⇒人口減少、自家用車の普及という社会経済構造
の変化で、従来の方法は限界に

★にもかかわらず政策が変更されない結果

・ 交通事業の独立採算を維持しようとするために、投
資の抑制、サービスの低下、低賃金、人員不足が
発生し、事業者体力が低下

－ 結果的に生じる損失を事後的に公的資金で補填、効率
性も阻害
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現行制度の問題
・通学定期のような教育・社会政策としての価格

政策を事業者が自らの費用で実施
－ そうした費用は普通運賃に間接的に上乗せされることにな

り、公共交通利用者が教育・社会政策を負担

9

－ 事業者によって通
学定期等の割引率
は異なるため、政
策的配慮を享受で
きる者の間に公正
性が保たれていな
い

⇒自家用車利用者も
含め、広く地域社
会で負担するしく
みが必要



交通市場の特性

・交通市場は社会基盤(インフラ)であり、市場原理は
適用できない（経済学でいう「市場の失敗」）。

✓ 固定費の負担（施設が大きく「規模の経済」が発生）

✓ 外部効果（環境改善、交通事故など負の外部効果も）

✓ 利用可能性（今は使わなくとも将来は…）

✓ 長期の視点や不確実性（50年、100年のインフラ）

⇒ 社会的な最適化 (≒地域社会のQOL)を達成するために

は、何等かの官民の責任分担が必要

－ 非効率な「政府の失敗」も考慮する必要
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公共交通がもたらす社会的便益
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存在効果とは
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＊鉄道に限らず、公共交通全体に当てはまる

*



２．欧州から学べないか
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欧州は公共交通苦難の時代を経て改革

〇 第二次大戦後～1970年代

・モータリゼーションは日本よりも早く進展

－ 都市部では渋滞が発生し、駐車場不足が深刻化

・国鉄、公営事業が基本の運営体制の下、非効率な
経営によるサービス水準が悪化（「政府の失敗」の
顕現化）

〇 1980～90年代

・各国で鉄道改革、規制緩和を実施

・上下分離*、オープンアクセス**の導入

* インフラ部分と輸送サービスを分離し、前者を公的な管轄とする一方、
後者は民間事業で運行するしくみ

** １つの鉄道インフラに、複数の運行サービス事業者が自由に参入で
きるしくみ
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競争政策＋持続可能性を求める政策展開
1990 欧州委員会『都市環境に関する緑書』

－ 公共交通優先の都市交通を提言

1996 OECD『環境基準と持続可能な交通』

－ EST( Environmental Sustainable Transport：環境的に
持続可能な交通)を定義

1998 イギリス交通白書

－ 持続可能な発展を支える交通システムのビジョンの提言

－「統合的交通政策(Integrated Transport Policy) 」を宣言

2001 EU交通白書

－「規制された競争」、交通モードのバランスを強調

2007 EU規則 1370/2007 (PSO Regulation)制定

2011  EU交通白書

－ 2050年に向けた具体的なロードマップを提示

2013  EU「SUMP( Sustainable Urban Mobility Plan：持続可能な
都市モビリティ計画」

－ EU各都市のモビリティ計画策定の指針に
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1998年イギリス交通白書

Chapter 1 - A New Deal for Transport

Our quality of life depends on transport. 

「クオリティオブライフは交通に依存する」

・・・

「我々はこの白書で統合的交通政策を宣言する」

（統合的交通政策とは）

• 異なるタイプの交通機関との統合

• 環境との統合

• 土地利用計画との統合

• 教育、健康及び富の創造のための施策との統合
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EUが示すモビリティ計画の指針（SUMP）

SUMP（Sustainable Urban Mobility Plan）

持続可能な都市モビリティ計画

【特徴】

・「人」に焦点をあてたモビリティ計画

－ アクセシビリティとQoLの向上が目的

・バックキャスティング型の交通計画（SDGsと同様の
手法）

－ ビジョン、目的について最初に合意形成し、そのため
の目標値、施策パッケージを策定

・目標値の設定にあたり、関連する政策分野との整
合性を重視
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EUが示すモビリティ計画の指針（SUMP）
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オーストリアの具体事例

ザルツブルク

人口）ウィーン市：193万人

ザルツブルク州：56万人
資料)
http://www.statistik.at/web_de/services/stat_uebersichten/bevoelkerung/ind
ex.html

地図出典）http://www2m.biglobe.ne.jp/~ZenTech/world/map/austria/State_Map_of_Austria.htm

19



ザルツブルク（人口15万人・都市圏29万人)

20
20
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ザルツブルクの都市圏の交通

【路線概要】

・都市鉄道(Sバーン)

― 鉄道は上下分離
S1, 11:ザルツブルク地方鉄道が運行

S2, ３：連邦鉄道が運行

S4：BLB鉄道(ドイツ)が運行

・ザルツブルク市内はトロリーバ
スが12系統運行(路線延長124㎞)
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ザルツブルク地方鉄道の再生
・ザルツブルク市の郊外を運行する州営鉄道(営業距離37km)

・1980年代の存廃議論に直面するものの、その後、車両更
新、列車頻度増加でサービスを改善

・2014年3㎞路線延伸

・一部複線化、新駅、P&R設備を実施。地下線延長も計画
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ザルツブルク州のモビリティプラン

自動車(運転者)

自動車(同乗者)

公共交通

自転車

徒歩

その他

交通手段分担率

交通手段分担率（州全体）の2025年に向けた目標

ザルツブルク州 ザルツブルク市

salzburg.mobil 2025
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3．官民の役割分担の新たなスキーム
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地域公共交通における官民分担の考え方

〇日本では、

通常の地域公共交通＝「商業サービス(commercial service)」

コミュニティバス等の一部＝ 「公共サービス(public service)」

〇欧州では、

通常の地域公共交通＝ 「公共サービス(public service)」

民間事業者が選ぶ路線＝「商業サービス(commercial service)」

－ 商業サービスの路線も上下分離（インフラは公が管轄）が
前提

【オーストリアのケース】
ウィーン～ザルツブルク間の幹
線と一部観光路線等が「商業
サービス」で、それ以外は「公
共サービス」という位置づけ

ウィーン

ザルツブルク

リンツ

オーストリア
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欧州の官民役割分担制度（PSO)

〇「公共サービス」の公共交通は、官民の公共サービス契約

（PSO契約）に基づき運行(EU規則1370/2007)

－ 行政がまち/地域づくりの観点から公共サービスを発注し、受注者に
一定の公的資金の提供と独占的な運営権を付与

－ 受注者である民間事業者は、公共サービス義務（PSO: Public Service 
Obligation)の下、サービス提供を求められる

－ オーストリアでは、広域交通の公的な専門組織（運輸連合<100%州
出資>等）が、交通計画の策定に関わり、契約の実務を行政に代わっ
て担当

【PSOのしくみ】

運輸連合
SCHIG

連邦政府

地方自治体

資金面支援・独占権付与

入札

交通事業者

サービス
提供

利用者
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PSOの下で効率的な事業運営を達成
・PSO路線、運賃、サービス水準等は基本的に行政が決定

－ ただし、交通運営のノウハウを有する事業者とは事前に協議

・契約に当たって、運営権獲得に際しての競争入札が原則

－ EUも過渡期を設け、各国の実情に合わせ随意契約から徐々に移行

・契約上、ボーナスペナルティ制度や需要リスクを民間事業者が
有する形（純費用契約）を採ることで効率性を維持

－ 行政は顧客満足度調査(覆面)等も活用してサービス品質を確保

－ 日本の事後的な収益補助よりも、事業者の経営効率性を担保

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

利用者

当局
（運輸連合等）

交通事
業者

(純費用契約)

(総費用契約)

対価

対価

運賃

運賃

利用者の増減
が収入に影響

利用者の増減は
収入に影響せず
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小山市(人口16.8万人)

• 2019年から「おーバスMM*プロジェクト」を実
施し、コミュニティバスの利用者増と増収を達成
(現在14路線)

＊ モビリティ・マネジメント：組織・地域を対象としたコミュニ

ケーションを通じて、公共交通等の利用を促す手法（小山市では広
報誌を全戸に配布するなど対応）

28



「おーバス」の施策

• 2017年度バス利用者約66万人が2019年度は
約73万人へと増加。

• 「noroca」導入（7割引き全線年間定期券、
8400円→2400円）で、定期券保有者が2.2倍に
増加、コロナ禍の逆境下で26万円増収（2018年
度・2019年度比較）。

• 当初予算額は1億4千万円(小山市全体予算の約
0.2％)を支出。小山市の人口1人あたりの予算額は
837円

－ 人口1人あたりの予算額、全国中央値は約1,500円、
全国平均は約4,200円
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４．地域公共交通政策の今後の課題
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(1)公共交通は地域を支える社会インフラ。つまりまち/
地域づくりの装置として生かすこと。

－ 新技術やMaaSを導入することは目的ではない

⇒ バックキャスティング型の計画の設定と実行

目的と手段を取り違えない !

(2)公共交通は将来にわたり幅広い便益をもたらすも
の。費用負担を現時点の利用者のみに求めて収支均
衡を図るではなく、広く地域社会で支えること

－ 交通事業は百貨店のエレベータ

－ 受益者は将来の自分、子供も含め、社会を構成する人々

⇒ 本来の受益者負担のスキームを考える必要

地域公共交通政策の課題
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(３) 地域公共交通を「公共サービス」と位置付け、持
続可能な社会の構築というビジョンの下、公共交通
を効率的・効果的に運行

－ 建前の独立採算と事後的な補助は、返って民間事業者

を圧迫（サービスカット・低賃金）

⇒ PSO契約の下での公共交通運営制度の導入と民間
事業者の活性化

(４)既存事業や路線を単に守るのではなく、前向きで
効果的な投資パッケージが必要

⇒  Ｂ/Ｃ等による個別事業の評価からの脱却

地域公共交通政策の課題
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国土交通省鉄道局監修「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル」
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ご清聴ありがとうございました
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